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の内容 競合性 排除可能性 外部効果 再分配政策
受益者負担 
の可能性 分類 
○ ○ ○ ○ × 第一分類 
○ ○ ○ × △ 第二分類 




○ ○ × × ○ 第四分類 
消費の強制









 オーストラリアの医療保障制度は 1984 年に成立した全国民を対象とした医療保障制度であり、
メディケア（Medicare）と呼称されている。制度の基本的な枠組みは 1973 年の健康保険法の規定
に基づいており、政策の責任は連邦の保健・高齢化省（Department of Health and Aging）が担って
いる。 







金法」（National Welfare Fund Act）が成立するが、この基金は労働党の福祉観を反映しており、担
税能力に応じて徴収された一般会計の財源を原資として、福祉給付を所得再配分の観点から国民
に一律与えようとしたものであった5。 
 その後 1944 年に医薬品の給付システムである「薬剤給付法」が成立したが、この法律は，主に
医師会が中心となって憲法違反であるとし、オーストラリアの最高裁（High Court）で憲法訴訟
がなされ，結局、1945 年に違憲無効と判断された6。また、同年には「病院給付法」により公立
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定であったが、議会で否決され、最終的には一般財源より財源を確保することになった。メディ
バンク制度における公立病院の医療サービスは州政府が中心となって運営されていたが、その運






















 メディケアは、①公立病院の公的患者（Medicare patient または public patient）に対する医療サー
ビスの無料提供、②医師、眼科医、歯科医等の専門医に対して支払った治療費、私立病院での治
療費、公立病院での受診時にプライベート患者10(private patient)を選択した場合に、その医療サー
ビスの一定部分の給付の基準となるメディケア給付スケジュール（Medicare Benefit Schedule: 



















病院の外来医療費については MBS の 85％、また公的病院でプライベート患者を選択した場合の
入院・民間病院での入院については MBS の 75％となっている。 
 薬剤の給付はメディケアとは別建ての公的な仕組みが設けられている（PBS）。この仕組みは




限を超える場合には PBS から支払われることになる。 
 医療保障サービスの枠組みは図２に示すとおりである。この枠組みの中で特徴的なのは
Australian Institute of Health and Welfare（以下 AIHW とする。）と Council of Australian Governments
（以下 COAG とする。）の２つの機関である。AIHW は 1987 年に設立された法定機関であり、州
政府及び自治体が提供するデータを分析し連邦保健省に対して報告すると同時に、州政府や自治
体に情報提供もするといった健康・福祉分野におけるサポートを役割としている。 
 1992 年５月に設立された COAG は医療分野のみならず、連邦と州間の調整に関して最高決定
機関としての位置づけをもっており、特定の政策分野に関して連邦と州間で政策協力や協議が必
要とされる場合には、COAG や管轄する 40 以上の閣僚協議会で議論される。連邦政府、州政府、
自治体は、首相を通じて情報を COAG に提供する。 
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資料：Government Finance Statistics 5512.0 2005-06 Table 31, 32 ：Australian Bureau of Statistics. 
 
4.2 医療費支出の変遷 
 オーストラリアの年間総医療費は 2007 年度（2007 年７から翌年６月まで）で 1,035 億豪ドル
となっている。2006 年度の年間総医療費は 977 億豪ドルであり、前年比で 9.1％の増加である。
対 GDP においては 2007 年度では 9.1％となっており、2004 年度から９％台で推移している。ま





金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
総務 14,008 5.4% 4446 3.0% 4,376 19.8% 21,734 6.0%
防衛 16,656 6.4% 0 0.0% 0 0.0% 16,656 4.6%
公共秩序、安全 3,319 1.3% 14723 10.1% 532 2.4% 18,365 5.1%
教育 16,321 6.3% 37292 25.5% 87 0.4% 51,883 14.4%
保健医療 39,947 15.5% 37295 25.5% 272 1.2% 66,488 18.4%
社会保障・福祉 92,074 35.6% 9614 6.6% 1,332 6.0% 100,874 28.0%
住宅・居住環境整備 2,920 1.1% 7872 5.4% 5,172 23.4% 14,258 4.0%
レクリエーション・文化 2,698 1.0% 3720 2.5% 3,126 14.1% 9,366 2.6%
燃料・エネルギー 4,507 1.7% 1354 0.9% 16 0.1% 5,828 1.6%
農林水産業 2,815 1.1% 3105 2.1% 49 0.2% 5,128 1.4%
鉱工業、建設業 1,920 0.7% 673 0.5% 273 1.2% 2,840 0.8%
交通・通信 3,296 1.3% 15720 10.7% 4,752 21.5% 20,267 5.6%
その他 58,070 22.5% 10533 7.2% 2,109 9.5% 27,041 7.5%
合計 258,551 100% 146,347 100.0% 22,096 100% 360,728 100%
全政府合計連邦政府 州政府 地方自治体
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 資料：Australian Institute of Health and Welfare (2008), p522。 
 
 現在、メディケア税は個人の課税所得の 1.5％となっているが、メディケアが導入された当初
は個人の課税所得の１％であった。その後 1986 年には課税所得の 1.25％、1993 年には 1.4％、




 まず単身者の場合、2008 年には課税最低所得金額が 17,309 豪ドルであったが、2009 年７月１
日以降、メディケア税の課税最低所得金額が 17,794 豪ドルに引き上げられた。次に夫婦の場合、
子供の人数によって、課税最低所得の金額が異なる。表４に示されているとおり、子供がいない
夫婦の場合、2008 年には課税最低所得金額が 29,207 豪ドルであったが、2009 年７月１日以降、
対GDP比
豪ドル（百万） 増加率（％） 豪ドル（百万） 増加率（％） （％）
1997-98 44,802 - 577,373 7.8
1998-99 48,428 8.1 607,759 5.3 8.0
1999-00 52,570 8.6 645,058 6.1 8.1
2000-01 58,269 10.8 689,262 6.9 8.5
2001-02 63,099 8.3 735,714 6.7 8.6
2002-03 68,798 9.0 781,675 6.2 8.8
2003-04 73,509 6.8 841,351 7.6 8.7
2004-05 81,060 10.3 897,642 6.7 9.0
2005-06 86,685 6.9 967,454 7.8 9.0
2006-07 94,938 9.5 1,045,674 8.1 9.1
2007-08 103,563 9.1 1,131,918 8.2 9.1
医療費支出の総額 GDP
年
1984-85 1990-91 1995-96 2000-01 2004-05 2005-06
メディケア税（百万豪ドル） 1,223 2,480 3,350 4,605 6,105 6,525
歳入総額（百万豪ドル） 52,970 92,739 115,700 146,698 188,176 203,918
歳入総額に占めるメディケア税の割合 2.3% 2.7% 2.9% 3.1% 3.2% 3.2%
医療費総額に占めるメディケア税の割合 19.0% 22.1% 20.1% 18.1% 17.5% 17.8%
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30,025 豪ドルに引き上げられた。また、子供が１人の場合には 2008 年には課税最低所得金額が
31,889 豪ドルであったが、2009 年７月１日以降、メディケア税の課税最低所得金額が 32,782 豪
ドルとなっている。 




され、夫婦の世帯所得が 10 万ドル以上の場合に１％追加的に課税され、2008 年度までに段階的
に拡大され、単身者の場合課税所得が５万豪ドル、夫婦の場合世帯所得が 10 万豪ドル以上の者に
対して賦課されている。さらに、2009 会計年度からは単身者の場合には７万３千豪ドル、夫婦の






















計が 310 億豪ドル（35.7％）、診療所等が 155 億豪ドル（17.8％）、処方箋薬代が 115 億豪ドル
（13.2％）であり、これらが年間医療費総額に占める３つの大きな項目であり、主な財源の使途
となっている。また財源の負担構成でみると、年間総医療費総額 869 億豪ドルのうち、連邦政府











実践女子大学人間社会学部紀要 第７集 2011 
 
－ 174 － 
ら構成されており、民間保険が 63 億豪ドル（７％）、個人負担が 151 億豪ドル（17.4％）の負担
構成となっている。 




 特徴的な医療サービスの項目としては診療所等、歯科、処方箋薬がある。診療所等は 155 億豪










 民間部門を活用するための政策として主なものに「民間保険インセンティブ法案 1996」（Private 






夫婦の世帯所得が 10万豪ドル超える場合には追加的に１％の「Medicare Levy Surcharge」が賦課
された。これに対して、民間保険の加入者には 1999 年１月に民間保険会社に支払う保険料の 30％
相当額を個人の所得税から還付する税額控除制度を導入した。1997 年以来導入された民間保険へ
の加入促進を目的とした政策は、徐々に功を奏する結果となり、2000 年には民間医療保険加入率
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競合性 排除可能性 外部効果 再分配政策
公立病院 ○ ○ ○ ○ × 第一分類





公立歯科 ○ ○ ○ ○ × 第一分類
私立歯科 ○ ○ × × ○ 第四分類





地域衛生 × × ○ × × 第五分類
公衆衛生 × × ○ × × 第五分類
エイズ対策 × × ○ × × 第五分類
医療行政管理 × × ○ × × 第五分類


















患者輸送サービス ○ ○ ×
診療所等
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られる。 
 




















のである。そのため、2007 年度の再分配前所得のローレンツ曲線と 30％Private Health Insurance 
Rebate 集中度曲線を用いてそれらを比較する。これらの曲線を用いることで 30％Private Health 

















































 2010 年４月に COAG の主導のもと National Health and Hospitals Network Agreement に５州２準
州18が合意した。主な合意の内容に州政府から連邦政府への公立病院運営移管19がある。このこと
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1  先行研究として K.N.Münch[1976]がある。 
2  半谷[2006]、pp.52-54。 
3  動物園や博物館のように共同消費される施設は混雑財であり、本稿においては競合性のある財と位置付
けているため排除可能である。 
4  なお、中井（2007）は「消費の外部性 100％」としている。 
5  大浦[2008], 185-188。 




  この公立病院の無料化は 1952 年に廃止されることになる。 
8  藤崎、高木[2008]、p243。 




11 連邦予算では 2010 年 7 月 1 日以降課税所得が 9 万ドル（夫婦では 18 万ドル）を超えると 1.25%、課税所
得が 12 万ドル（夫婦では 24 万ドル）を超えると 1.5%で課課税される。 
12 この制度の料金は前述のように電気会社などの請求書に自動的に税金として含まれる。 











19 オーストラリアでは 1990 年代より有料道路、病院、教育、スポーツ施設等で民間部門への業務委託も進
んでいる。 
20 これまでは GST の全額が州政府に配分されていた。 
21 Cost Shifting とは主に他の政府レベル（連邦もしくは州）の領域に代わって地方自治体がサービスの提供
に合意するが、それに対応する歳入獲得能力を付与されないという意味である 
注 
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